
〇雲南市運転免許取得支援事業補助金交付要綱 

令和６年３月２２日 

告示第２８７号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、従業員の採用に際して業務に係る運転免許取得費用を負

担する市内事業者に対して、経費の一部を補助することにより、人材確保と

雇用の安定を図ることを目的として、市が交付する雲南市運転免許取得支援

事業補助金（以下「補助金」という。）に関し、雲南市補助金等交付規則

（平成１６年雲南市規則第４４号。以下「規則」という。）に規定するもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 市内運送事業者 雲南市内に事業所を有し、法人代表者、法人役員又

は個人事業主が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号から第４号及び第６号の規定に該当しない

事業者で、市長が適当と認めた事業主をいう。 

(2) 大型免許 車両総重量１１トン以上の自動車を運転できる免許をい

う。 

(3) 中型免許 車両総重量７．５トン以上１１トン未満の自動車を運転で

きる免許をいう。 

(4) 準中型免許 車両総重量３．５トン以上７．５トン未満の自動車を運

転できる免許をいう。 

(5) 第二種免許 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第８６条第１

項に規定する運転免許をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる市内運送事業者（以下「補助対象者」という。）

は、次に掲げる者とし、雲南市税の滞納がない者とする。 

(1) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号ロに規定する

一般貸切旅客自動車運送事業の許可を受けている事業者 

(2) 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第３条に規定する一

般貨物自動車運送事業の許可を受け、又は同法第３６条に規定する貨物軽

自動車運送事業の届出を行っている事業者 

(3) 道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業の

許可を受けている事業者 

(4) その他市長が認める事業者 



（補助対象経費等） 

第４条 補助の対象となる経費は、補助対象者が道路交通法第９９条に規定す

る指定自動車教習所（以下「教習所」という。）において、大型免許、中型

免許、準中型免許及び第二種免許の取得のために負担した入学金、教習料、

検定試験料その他の経費であって、市長が必要と認めるものとする。ただ

し、教習所の定める規定時間を超えた教習等に要する経費は、含めないもの

とする。 

 （補助金の額等） 

第５条 市長は、予算の範囲内で補助金を交付する。 

２ 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内（１，０００円未満の端数が

生じる場合はその端数を切り捨てた額）とし、１人当たり１０万円を限度と

する。ただし、国土交通省、公益社団法人島根県トラック協会等から別に補

助金等の交付を受ける場合は、補助対象経費から当該補助金等の額を控除す

るものとする。 

３ 補助金の交付は、１補助対象者につき当該年度あたり３人分を限度とす

る。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、雲南

市運転免許取得支援事業補助金交付申請書（様式第１号）のほか、次に掲げ

る書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 (1) 事業実績書（様式第２号） 

  (2) 事業所の市内での所在が分かる書類 

(3) 補助対象従業員を雇用している事を証する書類 

(4) 運転免許取得者の運転免許証の写し 

(5) 補助対象経費の支出を確認できる領収書等の写し 

(6) 市税の納税証明書又は未納がないことの証明書 

(7) 国、県等の同様の助成の額が分かる書類 

(8) 振込口座の通帳の写し 

(9) その他市長が必要と認める書類 

 （交付決定及び交付額の確定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに内容を審査

し、適当と認めたときは、交付する補助金の額の決定を行い、雲南市運転免

許取得支援事業補助金交付決定及び確定通知書（様式第３号）により申請者

に通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第８条 前条の規定による補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定



者」という。）は、雲南市運転免許取得支援事業補助金交付請求書（様式第

４号）を市長に提出しなければならない。 

（交付決定及び確定の取消し等） 

第９条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助金

の交付決定及び確定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により交付金の交付を受けようとしたとき又は

受けたとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、市長が交付決定及び確定を取り消す必要が

あると認めたとき。 

（補助金の返還） 

第１０条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定及び確定を取り消した

場合において、その取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されている

ときは、補助対象者に対し期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

（関係書類の整備） 

第１１条 補助対象者は、補助金の対象となった経費の収支を明らかにした書

類及び帳簿を備え、交付決定及び確定日の属する会計年度の終了後５年間保

存しておかなければならない。 

（委任） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

（告示の失効） 

２ この告示は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以

前にこの告示に基づき既に交付された交付申請に係る補助金の交付に関して

は、この告示の失効後も、なおその効力を有する。 


